· 給与グループ

職員の給与等に関する報告及び勧告に関する事務
職種別民間給与実態調査及び職員給与実態調査の結果に基づき、民間給与と職員の給与を比較するとともに、平成27年4月から平成28年3月までの間における物価及び生計費、労働事情等の推移など給与決定の諸条件を調査し、給料表等が適当かどうかを検討した。

　この結果については、平成28年10月17日に、府議会及び知事に対して報告し、併せて、これに基づく給与改定の勧告及びその他の意見の報告を行った。

１．民間との給与較差

(1) 月例給

	職員給与（Ａ）
	民間給与（Ｂ）
	較　　差（Ｂ－Ａ）

	383,916円
	382,841円
	▲1,075円（▲0.28%）


 (2) 特別給（ボーナス）

	年間支給月数
	職員
	民間

	
	4.20月
	4.32月


２．月例給較差の発生要因

従前行っていた民間給与データのうち、給与額の上下2.5％ずつ、合わせて５％のデータの除外を行わず、また役職の対応関係を見直すこととした結果、いわゆるマイナス較差となったもの。
３．給与改定の内容

(1) 平成28年公民較差に基づく較差の解消

 　 〈月例給〉

給料表に定める給料月額を引下げ

・行政職給料表：平均改定率0.2％の引下げ
・その他の給料表：行政職給料表との均衡を基本に改定。

・再任用職員：一律0.3％引下げ。
〈特別給（ボーナス）〉

支給月数を引上げ 【4.20月→4.30月】

民間の状況を踏まえ、勤勉手当に配分。

（一般の職員の場合の支給月数）
	
	６月期
	12月期

	期末手当
	1.225月（改定なし）
	1.375月（改定なし）

	勤勉手当
	0.85月（現行0.80月）
	0.85月（現行0.80月）


〈改定時期〉
月例給は平成29年４月から、特別給は平成28年４月に遡って改定。
(2) 扶養手当の見直し

国に準じて手当額を改定し、平成29年４月から段階実施（平成32年度まで）。

①
配偶者　6,500円

②
子　 　10,000円

③
本庁課長等（行政職6級）の職員　子以外の扶養親族3,500円

④ 部長級・次長級（行政職8級・7級）の職員　子以外の扶養親族非支給
４．賃金構造基本統計調査（賃金センサス）の活用・研究

平均給与月額を比較したところ、20歳台後半から30歳台前半はほぼ均衡し、それ以降の年齢階層においては、職員の平均給与月額が、民間を下回っており、その状況をも勘案して給料表改定を勧告。
５．給与制度、人事管理等に関する本委員会の「意見」

(1) 給与制度について

ア　職員給与のあり方

人事委員会制度は、憲法で保障された労働基本権の制約に係る合憲性の根拠となる代替措置として位置づけられるものであり、とりわけ給与勧告は、職員の生活を維持するための措置として、人事委員会制度の中でも最も重要なものである。

任命権者においては、平成26・27年の勧告を完全に実施していないが、給与勧告が尊重されることなく、その本来の機能を果たし得ないと評価される場合は、労働基本権の代替措置としての機能を果たしたものとは言えないものである。

職員給与は、義務的経費であり、危機的な状況にない限り、厳しい財政状況下においても、予算上適切に措置される必要がある。
イ　管理職給与等のあり方

任命権者において、職員の年齢構成の状況も踏まえつつ、組織や職制・職階のあり方などについて、将来の大阪府を見据えた検討を進められているところであり、課長級給料の定額化も含めて、管理職給与のあり方について検討することを求める。

管理職手当に係る減額措置の取扱いについて再考を求める。
ウ　再任用職員の給与

再任用職員には、定年前と同等の能力発揮等が期待され、これまで培ったノウハウを組織内に継承していくことが求められており、職務・職責に相応しい給与水準のあり方が重要な検討課題。再任用職員の給与水準や給与制度等について、引き続き、国の動向を注視するとともに、民間における対応状況、本府における実情等も十分考慮して、検討を行っていく。

エ　昇給制度

55歳を超える職員の昇給抑制のあり方について、国と比較して昇給カーブのフラット化が図られている状況を勘案しつつ、国、他の都道府県及び民間の動向も踏まえ、検討する必要がある。

人事評価結果の昇給への反映について、人事評価制度の目的により適ったものとなるよう、引き続き、検討することが求められる。
(2) 職員の意欲・能力向上につながる人事制度

ア　人事評価制度

現在の人事評価制度そのものについての理解が得られていない原因は、相対評価により、絶対評価よりも下位区分に評価される現象を生じさせていることにあり、活躍が期待される数多くの職員に不安感を与えかねない状況は、組織の活力の維持、向上の観点から、看過し得るものではない。

相対化の仕組みを設けることがあり得るとしても、相当数の職員に絶対評価と相対評価の結果の乖離が生じている現状は、職員の理解と信頼が得られる制度とは言い得ない。

相対化を行う場合は、職員の理解が得られるよう評価手法の改善に努める必要があるとともに、相対評価における評価区分の分布割合を柔軟化する運用、あるいはそのための制度設計の見直しが検討されるべきであると考える。

イ　有為な人材の確保

採用試験の実施方法が、受験者の能力や適性を的確に判定し、採用後、行政の第一線で期待される役割を果たし得る人材を確保することとなっているかについて、任命権者と協力して研究・検証し、必要に応じ試験制度や人材育成のあり方について所要の改善を図っていく必要がある。

ウ　管理職の公募　　

これまでの経過や課題を踏まえた上で、適材適所の観点から庁内外の優秀な人材が登用され、一層の組織の活性化や教育環境の充実につなげていくことが求められる。

エ　高齢期職員の能力活用

再任用制度については、人材の有効活用、ノウハウの継承の観点からも、引き続き効果的に運用する必要があり、国や民間の動向等をも踏まえつつ、一層の職域拡大を図るなど、さらなる取組みが求められる。

高齢期職員が公務内外を問わず、その能力や経験を社会で十分に発揮できるよう、引き続き積極的な取組みを望む。
(3) 働き方改革の実現
ア　勤務条件の改善等

女性職員や高齢期職員の活躍が期待されており、そのためにも、長時間労働の是正のほか多様で柔軟な働き方を構築していくことが重要であり、任命権者においては、本府の実情、組織の現状等を踏まえ、ワーク・ライフ・バランスの実現を目指す観点からも、職員の働き方としてどのような態様が必要であるかを検証し、そのための新たな仕組みづくりを含めた具体的な取組みが求められる。

仕事と家庭の両立支援が大きな社会的要請であるとの認識のもと、この方向性に沿ったさらなる制度の充実を図ることが重要であるため、国家公務員との均衡の観点からも、人事院勧告に準じた取扱いを基本とし、任命権者において、今後、必要な措置が適切に講ぜられることを求める。

イ　時間外勤務の縮減

長時間労働の是正は喫緊の重要な課題である。生死にかかわる過労死ラインを超える時間外勤務者が多数かつ漸増の傾向にある状況を、もはや放置することは許されず、早急な対応が求められる。

管理・監督者は、看過し得ない過労死ラインを超える時間外勤務を含め、時間外勤務が常態化している現状の重大性を認識した上で、実態の把握、課題の抽出、目標及び対策の明示を行い、組織を挙げて全力を傾注して取り組み、その結果を次の対策にいかすことが重要である。

時間外勤務の縮減に向けては、全庁を挙げて取り組むことが肝要であり、任命権者において、メッセージの発出等も含め、より一層強力に取り組まれることを求める。

ウ　女性職員の活躍推進

民間労働法制の改正内容に即した必要な措置を適切に講ずるとともに、主査級昇任考査の受験促進に向け、女性職員が管理職等責任ある立場で活躍できるよう、職場全体の意識改革と環境づくりなど、より一層組織的な取組みを進めていくことが必要である。

エ　健康管理・メンタルヘルス対策

職員に対し、ストレスチェック制度の趣旨等を十分周知し、ストレスへの気づきを促すことが重要である。さらに、ストレスチェックの結果を所属ごとに集計・分析し、職場におけるストレス要因を評価し、職場環境の改善につなげることで、ストレスの要因そのものを低減するよう努めることが必要であり、これらを通じて、引き続き、メンタルヘルス対策の一連の取組みを継続的、計画的に進めることを求める。

オ　ハラスメントの防止

男女雇用機会均等法等の改正を踏まえ、適切に対応する必要がある。

ハラスメントを起こさないことが重大な責務であることを管理職に徹底するとともに、職員一人ひとりがハラスメントを許さないという価値観を共有するよう、引き続き積極的な取組みを推進する必要がある。
(4) 公務員制度をめぐる諸課題について

ア　教職員を取り巻く諸情勢

教員の長時間労働が常態化しており、課題は深刻であると言わざるを得ず、教育委員会においては、従来の学校長を通じた対応によるだけでなく、自らの責任として教職員の現場の実情把握に努め、速やかに長時間労働の抜本的解決に向けた具体的な対応が求められることを強く指摘する。

教員定数の一部に定数内講師を配置し、産休・育休等を取得した教員の代替としても講師を配置しているが、教育委員会においては、引き続き、中長期的な観点も含めて適正な教員の配置に努めることが求められる。

イ　非常勤職員の処遇

臨時・非常勤職員及び任期付職員の任用等のあり方についての国の研究会の検討結果、国、他の都道府県の動向などにも留意しつつ、より一層適正な勤務条件の確保に努め、非常勤職員が高い意欲を持って勤務することができるよう取り組まれることを求める。
（根拠法令）

地方公務員法第８条第１項第２号

民間給与及び職員給与の実態調査に関する事務

１　職種別民間給与実態調査

　　民間従業員の給与と職員の給与を比較検討するための基礎資料の作成を目的として、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同で、職種別民間給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　平成28年4月

(2) 調査事業所

　常勤従業員数で見た企業規模が50人以上でかつ事業所規模が50人以上である府内事業所（公務との比較に適さない業種を除く。）4,551カ所（26年度4,621カ所、27年度4,594カ所）を産業、規模等により45層に層化し、調査に要する経費、労力等を考慮して定められた抽出率を用いて、無作為に抽出（「層化無作為抽出法」）した事業所 727カ所（26年度747カ所、27年度743カ所）。なお、平成25年から、これまで調査対象としてこなかった「農業、林業」、「宿泊業、飲食サービス業」等の産業に属する事業所を調査対象に加え、基本的に全産業を調査の対象とした。
(3) 調査方法

平成28年5月1日～6月17日の調査期間中に、調査員が調査事業所を訪問し、相手方の協力を得て、関係資料の閲覧や質問を行い、所定の事項を調査。

(4) 調査事項

ア　従業員単位の調査事項

　調査事業所の常勤の従業員で、事務、技術、技能・労務、研究、医療、教育及び海事関係の76職種に該当する者の中から、無作為に抽出した者 33,762人（26年度34,390人、27年度33,310人）について、次の事項を調査した（うち初任給関係職種は19職種で、26年度 2,243人、27年度 2,112人、28年度 3,193人である。）。

(ｱ) きまって支給する給与総額、時間外手当額、通勤手当額（初任給関係職種は初任給月額）

　(ｲ) 年齢、学歴、性別（初任給関係職種は学歴）

イ　事業所単位の調査事項

　(ｱ) 賞与及び臨時給与の支給従業員数及び支給総額（平成27年8月から平成28年7月までの状況）

　(ｲ) (ｱ)の該当月及び平成28年4月のきまって支給する給与の支給従業員数、支給総額及び時間外手当総額

　(ｳ) 給与改定等の状況

　(ｴ) 賞与の支給状況
　(ｵ) 住宅手当の支給状況
　(ｶ) 時間外労働の割増賃金率の状況
(ｷ) 家族手当の支給状況
(ｸ) 定年退職後の継続雇用制度等の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

２　職員給与実態調査

  職員の給与について検討する資料を作成するため、府費負担教職員を含む全職員を対象に給与実態調査を実施した。

(1) 調査時点　　平成28年4月
(2) 調査対象　　一般職員、警察職員及び府費負担教職員全員　81,575人

(3) 調査方法　　任命権者が管理する電算データにより調査。

(4) 調査事項

　ア　給料表別、年齢階層別、性別、学歴別人員及び平均給与等

　　イ　扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当の支給状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

３　事業所名簿作成事務

  平成29年職種別民間給与実態調査の調査対象事業所を選定するため、人事院、大阪市人事委員会及び堺市人事委員会等と共同して調査対象事業所名簿作成の事務を行った。

(1) 作成期間　平成28年10月17日～平成29年1月13日

(2) 作成方法　前年の調査対象事業所名簿等をもとに文書照会及び電話確認により調査

(3) 掲載事項　企業及び各事業所の名称、所在地、主な事業内容、常勤の従業員数　など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第８条第１項第２号

給与等の制度及び運用に関する事務
１　給与等に関する条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

　　給与等に関する条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	28.4.22
	平成二十八年熊本地震に係る災害応急対策等のために出張する職員の旅費の特例に関する条例制定の件
	平成二十八年熊本地震に係る災害応急対策等のため出張した職員に対し、災害派遣手当に相当する災害対策旅費を支給する。
	適当と認める。

	28.11.4
	職員の旅費に関する条例一部改正の件
	職員が災害応急対策等のため任命権者が知事と協議して定める地域に出張したときに災害対策旅費を支給する。
	適当と認める。

	28.12.12


	職員の退職手当に関する条例一部改正の件
	雇用保険法の改正による失業等給付の給付内容の変更に伴い、高年齢求職者給付金、移転日等の失業等給付に相当する金額の退職手当を、65歳以後に新たに雇用される職員に対し支給することとする。
	本委員会の所管に属する事項に関しては適当と認める。

	
	職員の定年等に関する条例一部改正の件
	大阪府立公衆衛生研究所の廃止に伴い、教育又は研究を行う施設の長等の定年の規定を削除する。
	

	
	職員の育児休業等に関する条例等一部改正の件
	１　地方公務員の育児休業等に関する法律の改正により、職員の育児休業の承認の対象となる子に、養育里親としての職員に委託された子を追加する。
２　職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の対象となる子に、特別養子縁組の監護期間中の子等を追加する。

３　休暇の種類に連続する3年の期間内に1日につき2時間を限度とする介護時間を追加する。

〔関係条例〕

・職員の育児休業等に関する条例

・職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	

	
	職員の給与に関する条例等一部改正の件

	平成28年10月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。

〔主な改正内容〕

・勤勉手当を0.1月分引上げ（4.2月⇒4.3月）

・給料表の改定（0.3％の引下げ）

・平成29年2月の給料月額の減額（平成28年4月の給料月額×0.3％×9月）

・扶養親族に係る扶養手当の改定

　配偶者に係る手当額を引下げ

　13,800円⇒6,500円

　子に係る手当額を引上げ

　6,500円⇒10,000円

〔関係条例〕

・職員の給与に関する条例

ほか3条例
	本件条例案は、本委員会の勧告どおり期末・勤勉手当の引上げ及び扶養手当の見直しを実施するものの、給料表については、本委員会の勧告とは異なり、平成29年1月より改定し、平成28年4月から12月までの較差相当額に係る所要の調整を実施することとしているものである。

任命権者においては、給料表改定を本委員会の勧告と異なる実施時期とする理由について、人事委員会勧告が4月1日時点の公民較差を解消するという制度趣旨、及び期末・勤勉手当の引上げを含めた勧告全体の取扱いを総合的に勘案したと説明している。
本委員会としても、職員と民間従業員との給与水準の比較は4月時点を基準とするものであることから、当該年度の較差は

当該年度に解消することが基本であると考えている。
しかしながら、今般の給料表に関する勧告においては、職員給与と民間給与との比較方法の見直しという制度変更的な要因により、職員の給与水準の大幅な引下げ効果を伴うものとなったことから、職員の生活への影響を考慮し、給料表改定の実施時期について、平成29年4月とすることとしたものである。

こうした中で、期末・勤勉手当において増額改定がなされるとはいえ、給料表改定の実施時期について理解が得られなかったことは、本委員会として、遺憾と言わざるを得ない。

任命権者においては、一昨年の給与制度の総合的見直しに伴う経過措置の取扱い、及び昨年の月例給与の改定の取扱いに引き続いて、本年の給料表改定の実施時期についても本委員会の勧告と異なる取扱いをすることとなるが、本委員会としては、

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	
	
	
	労働基本権制約の代償措置としての役割から、あるべき職員給与に関する勧告を行ってきたところであり、勧告に対する任命権者のこうした取扱いを憂慮するものである。

	29.2.24
	ＩＲ推進局の職員の給与の額の特例に関する条例制定の件
	平成29年度当初の組織再編に伴い内部組織として設置するＩＲ推進局の職員のうち大阪市の職員の給与条例の適用を受けていた職員等の給与の額は、同条例等の規定の例により算定する。
	本委員会の所管に属する事項に関しては適当と認める。

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例等一部改正の件
	市町村立学校職員給与負担法の改正により、指定都市立の小学校等の職員の給与を指定都市が負担することとなるため、任命権者から指定都市の教育委員会を、府費負担教職員から指定都市の職員をそれぞれ除外する等の改正を行う。

〔関係条例〕

・職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例

ほか6条例
	

	
	職員の特殊勤務手当に関する条例一部改正の件
	税務手当の支給対象業務及び支給額を改正する。

・府税の賦課徴収に係る業務　日額830円（出張加算550円）

・府税の徴収に係る業務　日額1,030円（出張加算550円）

→　勤務公署外で行う納税義務者等と対面により行う業務等　日額750円

→　勤務公署内で行う納税義務者等と対面により行う業務　日額250円
	

	
	職員の配偶者同行休業に関する条例一部改正の件
	人事院規則の改正により、国家公務員の配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情として、配偶者の外国での勤務が配偶者同行休業の期間の延長後の期間が満了する日後も引き続くこととなり、そのことが当該延長の申請時には確定していなかったこと等が追加されたことに伴い、職員について同趣旨の規定を追加する。


	

	照会日
	件　　　名
	内        容
	回　答　内　容

	
	職員の管理職手当の特例に関する条例一部改正の件
	財政状況を踏まえ、職員の管理職手当の時限的減額を行う特例期間の終期を平成29年3月31日から平成30年3月31日に延長する。
	本件条例案は、財政状況を踏まえ、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの間、職員の管理職手当について減額措置を行うものである。
管理職手当の特例減額は、府の課長級以上の管理職が、府政執行のマネジメントを担う地位にあることに鑑み、自ら率先して姿勢を示すという趣旨も含め実施されているものと考えられるが、職員の給与は、本来の給与決定の原則に沿って措置されるべきものである。
かかる減額措置は、本来、緊急避難的な特例措置であるところ、平成9年度から継続されていることについて、本委員会としては、深い憂慮を覚えるところである。


        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（根拠法令）

        　　　　　　　　　                              地方公務員法第５条第２項
２　給与等関係条例の施行に関する事務

　　職員の給与に関する条例等の施行に関し、次のとおり、人事委員会規則の制定、人事委員会通

知の発出、任命権者からの協議及び承認申請の処理を行った。また、各任命権者からの制度運用

に関する照会・問合せ等に対応した。　　　　　　

　(1) 人事委員会規則の制定　

	規則番号
	規  則  名
	内        容
	公布日

施行日

適用日

	平28-26
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	短期の育児休業取得者に対する勤勉手当の取扱いについて、育児休業の承認に係る期間（当該期間が２以上あるときは、それぞれの期間を合算した期間）が１ヶ月以下の職員については、当該期間を勤勉手当の勤務期間より除算しないものとする改正。
	28. 5.27
28. 6. 1

28. 6. 1

	平28-29
	職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則
	職員の旅費に関する条例が改正され、条が追加されたことに伴う規定整備
	28.11.10

28.11.10
28.10.21

	平28-30
	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	介護時間の創設等に伴う、規則に定める休職期間等調整換算表の改正
	28.12.26
29. 1. 1

29. 1. 1

	平28-31
	職員の給料の調整額に関する規則の一部を改正する規則
	公民較差解消に伴う給料表改定により、調整基本額の算定の基礎としている号給の額が改定されることに伴う調整基本額表の改正
	28.12.26

29. 1. 1

29. 1. 1

	平28-32
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則の一部を改正する規則
	①職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の勤勉手当の支給月数が、勧告に基づき、平成28年4月1日に遡及して改正されることに伴う改正
②介護時間が新設されることによる改正
	①28.12.26

　28.12.26

　28. 4. 1
②28.12.26

　29. 1. 1
　29. 1. 1

	平28-33
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則
	①職員の深夜勤務及び時間外勤務の制限の対象となる「子」の範囲拡大に伴い、改正後の職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例第８条第１項における「その他これらに準ずる者として人事委員会規則で定める者」として、養育里親としての職員（児童の親等の意に反するため、養子縁組によって養親となることを希望している者として当該児童を委託することができない職員に限る。）に委託され
た子を規定

②①に伴う必要な規定整備

③介護する職員に係る深夜勤務及び時間外勤務の制限の請求がされた後、当該請求がされなかったものとみなされる場合のうち被介護人と同居しないこととなった場合を削除

④大阪府立中学校の設置に伴う規定整備

⑤児童福祉法等の一部を改正する法律（平成28年法律第63号）の施行に伴う規定整備
	　 ①～④

　28.12.26

　29. 1. 1

　29. 1. 1

⑤28.12.26

　29. 4. 1

　   29. 4. 1

	平28-34
	職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則
	職員の育児休業等に関する条例の一部改正に伴う規定整備
	28.12.26

29. 1. 1

29. 1. 1

	平28-35
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	府立富田林中学校の設置に伴い、職が新設されることによる改正
	28.12.26

29. 1. 1

29. 1. 1

	平29- 1


	職員の配偶者同行休業に関する規則の一部を改正する規則
	配偶者同行休業に関する条例の一部改正に伴う規定整備
	29. 3.29

29. 3.29

29. 3.29

	平29- 2


	職員の給料に関する規則の一部を改正する規則
	・教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う規定整備
・組織の改編等に伴う規則に定める職務の分類表の改正等
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 3


	職員の給与の支給方法等に関する規則の一部を改正する規則
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う規定整備
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 4


	職員の管理職手当に関する規則の一部を改正する規則
	組織の改編等に伴い組織名称が変更及び職が新設・廃止されたことに伴う規定整備
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 5


	職員の扶養手当に関する規則の一部を改正する規則
	・職員の給与に関する条例において扶養手当の改正が行われたことに伴い、扶養手当の額の経過措置を規定

・子以外の扶養親族に係る手当を不支給とする行政職給料表7級以上に相当する級及び手当額を3,500円とする行政職給料表6級に相当する級について、国に準じて規定

・その他所要の規定整備
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 6


	職員の住居手当に関する規則の一部を改正する規則
	職員の扶養手当に関する規則の一部を改正する規則附則第２項から第４項までの規定により、平成29年４月１日から平成32年３月31日までの間、扶養手当規則第２条が読み替えて適用されることに伴い、所要の読替え規定
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 7


	職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
	・税務手当の支給対象業務及び支給額の見直しが行われることによる規定整備

・府立公衆衛生研究所の廃止その他組織改編による規定整備
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 8


	職員の旅費に関する規則の一部を改正する規則
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う規定整備
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1

	平29- 9


	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	・組織改編に伴い、職の新設及び廃止があったことによる規定整備

・その他必要な規定整備
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1


(2) 人事委員会通知の発出

	区　　　　分
	件　　　名
	内      容
	あて先

発出日

適用日

	条

例

関

係
	職員の退職手当に関する条例
	職員の退職手当に関する条例の運用についての一部改正について
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う改正
	各任命権者

29.3.30

29.4. 1

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の運用についての一部改正について
	介護時間の追加に伴う給料の減額方法の規定追加等
	各任命権者

28.12.27

29. 1. 1

	
	職員の旅費に関する条例
	職員の旅費に関する条例の運用についての一部改正について
	条例改正に伴う所要の改正
	各任命権者

28.11.10

28.10.21

	
	
	職員の旅費に関する条例の運用についての一部改正について
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う改正
	各任命権者

29.3.30

29.4. 1

	
	職員の育児休業等に関する条例
	職員の育児休業等に関する条例の運用についての一部改正について
	条例改正に伴う所要の改正
	各任命権者

28.12.27

29. 1. 1

	
	職員の配偶者同行休業に関する条例
	職員の配偶者同行休業に関する条例の運用についての一部改正について
	条例改正に伴う所要の改正
	各任命権者

29. 3.29

29. 3.29

	規

則

関

係
	職員の給料に関する規則
	職員の給料に関する規則の運用についての一部改正について
	人事委員会が定める勤務した期間に介護時間等を追加する改定等
	各任命権者

28.12.27

29. 1. 1

	
	
	職員の給料に関する規則第6条及び第13条の運用について
	所要の規定整備
	各任命権者

29. 3.30

29. 4. 1

	
	職員の給料の調整額に関する規則
	職員の給料の調整額に関する規則の調整基本額について
	給料表の改正に伴う調整基本額の上限となる給料月額の100分の4.5に相当する額の改正
	各任命権者

28.12.27

29. 1. 1

	
	職員の給与の支給方法等に関する規則
	職員の給与の支給方法等に関する規則の運用についての一部改正について
	所要の規定整備
	各任命権者

29. 3.30

29. 4. 1



	
	職員の管理職手当に関する規則
	職員の管理職手当に関する規則第4条の規定による職及び区分の特例について
	土木事務所維持管理課長の七種区分指定の解除の通知
	知事

28. 4.18

28. 3.31

	
	
	管理職手当の区分の特例についての一部改正について
	五種区分とする校長の指定の通知
	教育委員会

29. 3.24

29. 4. 1

	
	
	職員の管理職手当に関する規則第4条の規定による職及び区分の特例について
	箕面整備事務所参事の七種区分指定の特例通知
	知事

29. 3.29

27. 4. 1

	
	
	職員の管理職手当に関する規則第2条第2項ただし書きに基づく区分の指定の一部改正及び廃止について
	組織改編に伴う職の区分の指定の改正又は解除の通知
	警察本部長
29. 3.30

29. 4. 1

	
	職員の扶養手当に関する規則
	職員の扶養手当に関する規則の運用についての一部改正について
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う改正
	各任命権者

29. 3.30

29. 4. 1

	
	職員の地域手当に関する規則
	地域手当の支給地域及び支給割合についての一部改正について
	地域手当の支給地域及び支給割合についての改正
	各任命権者

29. 3.31

29. 3.31

	
	職員の住居手当に関する規則
	職員の住居手当に関する規則の運用についての一部改正について
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う改正
	各任命権者

29.3.30

29.4. 1

	
	職員の通勤手当に関する規則
	職員の通勤手当に関する規則の運用についての一部改正について
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う改正
	各任命権者

29. 3.30

29. 4. 1

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	所要の規定整備
	各任命権者

28. 5.27

28. 6. 1

	
	
	期末手当及び勤勉手当の支給についての一部改正について
	勤勉手当支給額の総額の範囲に係る算定割合の改正等
	各任命権者

28.12.26

29. 1. 1

	
	職員の退職手当に関する規則
	失業者の退職手当の支給についての一部改正について
	雇用保険法の改正に伴う失業給付内容等の改正
	各任命権者

28.12.27

29. 1  1

	
	
	失業者の退職手当の支給についての一部改正について
	教職員の給与負担の指定都市への移譲に伴う改正
	各任命権者

29. 3.30

29. 4. 1

	
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則
	職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則運用についての一部改正について
	規則改正に伴う所要の改正
	各任命権者

28.12.27

29. 1. 1


 (3) 任命権者からの協議及び承認申請の処理

	区　　　　分
	
	 eq \o\ad(協議者,　　　　　　　　)
 eq \o\ad(申請者,　　　　　　　　)
	

	
	　内     容（根拠規定）
	
	
	

	
	
	件数
	
	

	条

例

関

係
	職員の旅費に関する条例
	旅費の調整の協議

（条例第41条第2項）
	４
	知事
	

	規

則

関

係
	職員の給料に関する規則
	採用に伴う給料の承認

（規則第30条の2及び第31条）
	７
	知事

教育委員会
	

	
	
	給料表の適用範囲に関する承認
（規則別表第１)
	２
	知事

教育委員会
	

	
	
	教職員の初任給等の取扱いの承認
（規則第31条）
	１
	教育委員会
	

	
	
	臨時的任用職員の給与の取扱いの承認

（規則第31条）


	１
	知事
	

	
	職員の給与の支給方法等に関する規則
	勤務1時間当たりの給与額の算出基礎の一部改正の承認

（規則第20条第1項第3号）
	１
	知事
	

	
	職員の管理職手当に関する規則
	管理職手当支給職の指定

（別表第１）
	１
	知事
	

	
	
	管理職手当支給職の指定の解除の協議

（規則別表第１）
	１
	警察本部長
	

	
	職員の単身赴任手当に関する規則
	単身赴手当に関する規則の運用の協議

（規則第8条関係第2項）
	１
	知事
	

	
	職員の宿日直手当の額を定める規則
	支給対象職員の指定の協議

（規則第2条第2号）
	１
	警察本部長
	

	
	職員の特殊勤務手当に関する規則
	特殊勤務手当の種類の一部改正の承認

（規則第29条第1項第3号）
	１
	知事
	

	
	職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
	　勤勉手当の成績率の取扱いの協議

（規則第12条第1項及び第12条の2第1項）
	１
	知事
教育委員会

各任命権者
	


職員団体に関する事務
１　職員団体登録事務

　  府職員で構成する職員団体について、次のとおり、登録を行った。

	区　　　　　　　分
	件　　　　　数

	新規登録
	０件

	変更登録
	１９件

	
	規約変更
	３件

	
	役員変更
	１６件

	
	所在地変更
	０件

	
	構成組織変更
	０件

	登録取消し
	１件


　　                                              　　
（根拠法令）

                                                　　  地方公務員法第５３条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　　  職員団体の登録に関する条例

２　管理職員等の指定事務

  組織改正等に伴い、次のとおり、管理職員等の範囲を定める規則の改正を行った。

	規則番号
	規  則  名
	内          容
	公布日

施行日

適用日
	

	平28-35
	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	府立富田林中学校の設置に伴い、職が新設されることによる改正
	28.12.26

29. 1. 1

29. 1. 1
	

	平29- 9


	管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則
	組織改編に伴い、職の新設及び廃止があったことによる規定整備等
	29. 3.30

29. 4. 1

29. 4. 1
	


                                              　　　　
（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第５２条第４項

　（参考）登録職員団体一覧（平成29年3月31日現在）

	団          体          名
	登録番号
	登録年月日
	法人格（申出日）

	大阪府職員労働組合
	    １
	昭41.10. 1
	あり（平14. 4.22）

	大阪教職員組合
	    ６
	昭41.10.11
	なし

	大阪府立高等学校教職員組合
	    ７
	昭41.10.11
	あり（昭44. 3.13）

	泉南教職員組合
	　１１
	昭47. 5.16
	なし

	泉北教職員組合
	　１２
	昭47.11.11
	なし

	南河内地区教職員組合
	　１３
	昭48. 3. 6
	あり（昭56.10.29）

	大阪府立障害児学校教職員組合
	　１４
	昭48. 6.25
	なし

	大阪府公立学校管理職員協議会
	　１５
	昭49. 4. 2
	なし

	自治労大阪府職員労働組合
	　１８
	平 1.10. 1
	なし

	大阪府教職員組合
	　１９
	平 1.11.27
	あり（平13. 4.13）

	大阪教育合同労働組合
	　２０
	平 1.12. 7
	あり（平 1.12.22）

	日教組・南河内教職員組合
	２１
	平 1.12.27
	なし

	大阪府高等学校教職員組合
	　２２
	平 2. 1.25
	あり（平14.11. 5）
	

	泉北地区教職員組合
	　２３
	平 2. 1.25
	なし
	

	豊能・能勢教職員組合
	　２４
	平 2. 2.19
	なし
	

	大阪府立園芸高等学校教職員組合
	　２６
	平 2. 3.12
	なし
	

	大阪府関連労働組合連合会
	　２７
	平 2. 4.11
	なし
	

	大阪公立高等学校教職員組合
	　２８
	平 2. 5.11
	あり（平14. 3.29）
	

	豊能郡教職員組合
	　２９
	平 2. 7.20
	なし
	

	大阪教育ユニオン
	　３４
	平13.12.18
	なし
	

	大阪教育連盟
	  ３５
	平14. 1.15
	なし
	

	大阪府立茨木工科高等学校教職員協議会
	  ３６
	平15. 7.23
	なし
	

	なかまユニオン大阪府学校教職員支部
	３７
	平17. 5.25
	なし
	

	大阪府教職員協会
	３８
	平17.10.12
	なし
	

	大阪府立高等学校教職員ネットワーク
	３９
	平19. 1.25
	なし
	

	泉南地区教職員組合
	４０
	平22. 6.16


	なし
	

	大阪市障害児学校教職員組合
	４１
	平28. 3.17


	なし
	

	


　
	団　　　　体　　　　名
	規約認証年月日

	自治労大阪府職員関係労働組合
	平15. 1.21

	大阪府関係職員労働組合
	平18. 4. 7


職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約認証の団体
労働基準監督権限の行使に関する事務
１　労働基準法別表第１の各号別決定に関する協定の締結

大阪府の事業又は事業場についての労働基準監督機関の職権の行使について、人事委員会委員と大阪労働局長との間で労働基準法別表第１の各号別の決定に関する協定を締結し、それぞれの所管を明確にしているところであるが、組織改正に伴い平成28年4月27日付で改めて協定の締結を行った。

	
	      監督
　　　　 機関
　　　 労基法
　　　 別表第１
　　　　 号別
 任命権者
	人事委員会委員
	労働基準監督署長
	合

計
	

	
	
	12号

　教育
　研究
	別表第１
に該当しない事業場
	  計
	3号

 (土木)
	13号

  保健
  衛生
	計
	
	

	
	 eq \o\ad(知事,　　　　　　　　　)
	　　 9
	    44
	    53
	    23
	　  24
	    47
	   100
	

	
	 eq \o\ad(教育委員会,　　　　　　　　　)
	   188
	     3
	   191
	
	     3
	     3
	   194
	

	
	 eq \o\ad(警察本部長,　　　　　　　　　)
	     3
	    89
	    92
	
	
	
	    92
	

	
	 eq \o\ad(議会議長等,　　　　　　　　　)
	
	     6
	     6
	
	
	
	     6
	

	
	 eq \o\ad(合計,　　　　　　　　　)
	   200
	142
	   342
	    23
	    27
	    50
	   392
	

	



                                                                　　　　　　　

（根拠法令）

                                                                  労働基準法別表第１

                                                                  地方公務員法第58条第５項

２　適用事業場に対する調査

所管の全事業場について、職員の勤務条件、事業場の安全、衛生管理の状況等に関する事項の実態調査を行った。さらに、その実情を把握するため、26事業場を抽出して現地調査を行ったが、その状況は次のとおりである。なお、調査結果については当該事業場長及び所管部局長に対して文書で通知し、改善が必要とする事項については、その措置の促進を求めた。

　　
	
	 eq \o\ad(調査年月日,　　　　　　　　　　　　　　)
	事 　業 　場 　名
	　　　所　管
	結　果
	

	
	  平成29年１月18日
	八尾北高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月24日
	阿武野高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月24日
	槻の木高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	１月25日
	布施北高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月27日
	寝屋川高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月30日
	交野支援学校四條畷校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月31日
	茨木高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	１月31日
	茨木支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月１日
	泉北高等支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月２日
	住吉高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月２日
	今宮高等学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月７日
	夕陽丘高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月７日
	天王寺警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月８日
	和泉支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月８日
	和泉総合高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月９日
	泉州農と緑の総合事務所
	知事
	適正
	

	
	２月９日
	和泉高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月９日
	八尾高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月９日
	八尾支援学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月10日
	豊中支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	

	
	２月14日
	阿倍野高等学校
	教育委員会
	適正
	

	
	２月14日
	堺警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月15日
	枚岡警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月16日
	泉南警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月16日
	泉大津警察署
	警察本部長
	適正
	

	
	２月16日
	東住吉支援学校
	教育委員会
	指摘あり
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（根拠法令）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働基準法第101条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　労働安全衛生法第91条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法第58条第５項

３　労働基準法及び労働安全衛生法に基づく許可、届出、報告等の処理状況　

（1）労働基準法及び同法施行規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	 eq \o\ad(件数,　　　　　　　)

	 eq \o\ad(法２０条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	  解雇予告除外認定
	　　　７

	 eq \o\ad(法４１条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則２３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　宿直又は日直勤務許可
	　　　２

	計
	
	　　　９


（2）労働安全衛生法に基づくもの

　 ア　労働安全衛生規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処   　 理 　   件 　   名
	件  数

	法１２条
 eq \o\ad(規則７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　衛生管理者選任報告
	　　８２

	法１３条
 eq \o\ad(規則１３条,　　　　　　　　　　　　　)
	　産業医選任報告
	　　１１

	法６６条
規則５２条
	　定期健康診断結果報告
	　１７４

	法６６条の１０

規則52条の21
	　心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
	　　３８

	 eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(規則９７条,　　　　　　　　　　　　　)
	　労働者死傷病報告
	１３９

	計
	
	　４４４


   イ  ボイラー及び圧力容器安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数

	
	 法  ３ ９  条

 規 則 ４８ 条
	  ボイラー検査証返還
	　　  １

	法  ３ ９  条

規 則 ８０ 条
	 第一種圧力容器休止に伴う検査証裏書き
	　　 １

	計
	
	     ２


　 
ウ　クレーン等安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	
	  処理なし
	      ０
	

	
	計
	
	　　  ０
	


　 エ　ゴンドラ安全規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 
	  処理なし
	      ０
	

	
	計
	
	　　  ０
	


　 オ　有機溶剤等中毒予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	法６６条
 eq \o\ad(規則30条の3,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　　１２
	

	
	計
	
	　　１２
	


 　カ　特定化学物質障害予防規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４１条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　 ２
	

	
	計
	
	　 ２
	


　 キ　高気圧作業安全衛生規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	 法６６条
  eq \o\ad(規則４０条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　　１２
	

	
	計
	
	　  １２
	


 　ク　電離放射線障害防止規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５８条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　  １５
	

	計
	
	　　１５
	


　 ケ　鉛中毒予防規則に基づくもの

	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	 法６６条
  eq \o\ad(規則５５条,　　　　　　　　　　　　　)
	　健康診断結果報告
	　  　６
	

	計
	
	　　　６
	


　 コ　性能検査代行機関等に関する規則に基づくもの

	
	 eq \o\ad(適用条文,　　　　　　　　　　　)
	処　　　理　　　件　　　名
	件　数
	

	
	  eq \o\ad(法１００条,　　　　　　　　　　　　　)
  eq \o\ad(規則９条,　　　　　　　　　　　　　)
	  性能検査結果報告書
	 　 ４０
	

	
	計
	
	　　４０
	


（性能検査代行機関により実施された性能検査の状況）

ボイラー、圧力容器、クレーン及びゴンドラの性能検査は、検査代行機関により実施されているが、その状況は次のとおりである。

	
	 　　　　　　 代行機関

　 　　　　　   機

 　　　　　　　　  械

   任命権者　　　　　 等
	（一社）日本ボイラ協会

損害保険ジャパン日本興亜（株）
	（一社）日本クレーン協会
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	 eq \o\ad(ボイラー,　　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(第一種,　　　　　　　　　　　)
 eq \o\ad(圧力容器,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(クレーン,　　　　　　　　　　　)
	 eq \o\ad(ゴンドラ,　　　　　　　　　　)
	

	
	 eq \o\ad(知事等,　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	　　　   　 ６
	　　　　 １５
	　　　　　 ０
	　　　　１０
	

	
	教　育　委　員　会
	　　　　 　 １
	 　        ３
	　　　　　 ０
	          ０
	

	
	警　察　本　部　長
	　　　　　  ０
	　　       １
	           ０
	        　４
	

	
	計
	　　　　    ７
	 　　    １９
	 　　      ０
	　　    １４
	



